
資料２－２ 

 

【参照条文】 

○公文書等の管理に関する法律（平成 21 年法律第 66 号）（抄） 

 
（定義） 

第二条 （略） 
２ （略） 
３ この法律において「国立公文書館等」とは、次に掲げる施設をいう。 
  一 独立行政法人国立公文書館（以下「国立公文書館」という。）の設置する公文書館 
  二 行政機関の施設及び独立行政法人等の施設であって、前号に掲げる施設に類する機能を

有するものとして政令で定めるもの 
４ この法律において「行政文書」とは、行政機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書

（図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）を含む。第十九条を除き、以下同じ。）で

あって、当該行政機関の職員が組織的に用いるものとして、当該行政機関が保有しているも

のをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 
  一 官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行

されるもの 
  二 特定歴史公文書等 
  三 政令で定める研究所その他の施設において、政令で定めるところにより、歴史的若しく

は文化的な資料又は学術研究用の資料として特別の管理がされているもの（前号に掲げる

ものを除く。） 
５ この法律において「法人文書」とは、独立行政法人等の役員又は職員が職務上作成し、又

は取得した文書であって、当該独立行政法人等の役員又は職員が組織的に用いるものとして、

当該独立行政法人等が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 
  一 官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行

されるもの 
  二 特定歴史公文書等 
  三 政令で定める博物館その他の施設において、政令で定めるところにより、歴史的若しく

は文化的な資料又は学術研究用の資料として特別の管理がされているもの（前号に掲げる

ものを除く。） 
  四 別表第二の上欄に掲げる独立行政法人等が保有している文書であって、政令で定めると

ころにより、専ら同表下欄に掲げる業務に係るものとして、同欄に掲げる業務以外の業務

に係るものと区分されるもの 
６ この法律において「歴史公文書等」とは、歴史資料として重要な公文書その他の文書をい

う。 
７ この法律において「特定歴史公文書等」とは、歴史公文書等のうち、次に掲げるものをい

う。 
  一 第八条第一項の規定により国立公文書館等に移管されたもの 
  二 第十一条第三項の規定により国立公文書館等に移管されたもの 
  三 第十四条第四項の規定により国立公文書館の設置する公文書館に移管されたもの 
  四 法人その他の団体（国及び独立行政法人等を除く。以下「法人等」という。）又は個人か

ら国立公文書館等に寄贈され、又は寄託されたもの 
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８ この法律において「公文書等」とは、次に掲げるものをいう。 
  一 行政文書 
  二 法人文書 
  三 特定歴史公文書等 
 
（移管又は廃棄） 

第八条 行政機関の長は、保存期間が満了した行政文書ファイル等について、第五条第五項の

規定による定めに基づき、国立公文書館等に移管し、又は廃棄しなければならない。 

２ （略） 

 
 （法人文書の管理に関する原則） 

第十一条 独立行政法人等は、第四条から第六条までの規定に準じて、法人文書を適正に管理

しなければならない。 

２ （略） 

３ 独立行政法人等は、保存期間が満了した法人文書ファイル等について、歴史公文書等に該

当するものにあっては政令で定めるところにより国立公文書館等に移管し、それ以外のもの

にあっては廃棄しなければならない。 

４ （略） 

 

 （行政機関以外の国の機関が保有する歴史公文書等の保存及び移管） 

第十四条 国の機関（行政機関を除く。以下この条において同じ。）は、内閣総理大臣と協議

して定めるところにより、当該国の機関が保有する歴史公文書等の適切な保存のために必要

な措置を講ずるものとする。 

２ 内閣総理大臣は、前項の協議による定めに基づき、歴史公文書等について、国立公文書館

において保存する必要があると認める場合には、当該歴史公文書等を保有する国の機関との

合意により、その移管を受けることができる。 

３・４ （略） 
 

（特定歴史公文書等の利用請求及びその取扱い） 
第十六条 国立公文書館等の長は、当該国立公文書館等において保存されている特定歴史公文

書等について前条第四項の目録の記載に従い利用の請求があった場合には、次に掲げる場合

を除き、これを利用させなければならない。 
  一 当該特定歴史公文書等が行政機関の長から移管されたものであって、当該特定歴史公文

書等に次に掲げる情報が記録されている場合 
    イ 行政機関情報公開法第五条第一号に掲げる情報 
    ロ 行政機関情報公開法第五条第二号又は第六号イ若しくはホに掲げる情報 
    ハ 公にすることにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関

係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがある

と当該特定歴史公文書等を移管した行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある

情報  
    ニ 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公
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共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると当該特定歴史公文書等を移管した

行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報 
  二 当該特定歴史公文書等が独立行政法人等から移管されたものであって、当該特定歴史公

文書等に次に掲げる情報が記録されている場合 
    イ 独立行政法人等情報公開法第五条第一号に掲げる情報 
    ロ 独立行政法人等情報公開法第五条第二号又は第四号イからハまで若しくはトに掲げる

情報 
  三 当該特定歴史公文書等が国の機関（行政機関を除く。）から移管されたものであって、当

該国の機関との合意において利用の制限を行うこととされている場合 
  四 当該特定歴史公文書等がその全部又は一部を一定の期間公にしないことを条件に法人等

又は個人から寄贈され、又は寄託されたものであって、当該期間が経過していない場合 
  五 当該特定歴史公文書等の原本を利用に供することにより当該原本の破損若しくはその汚

損を生ずるおそれがある場合又は当該特定歴史公文書等を保存する国立公文書館等におい

て当該原本が現に使用されている場合 
２・３ （略） 
 
 （利用の方法） 

第十九条 国立公文書館等の長が特定歴史公文書等を利用させる場合には、文書又は図画につ

いては閲覧又は写しの交付の方法により、電磁的記録についてはその種別、情報化の進展状

況等を勘案して政令で定める方法により行う。ただし、閲覧の方法により特定歴史公文書等

を利用させる場合にあっては、当該特定歴史公文書等の保存に支障を生ずるおそれがあると

認めるときその他正当な理由があるときに限り、その写しを閲覧させる方法により、これを

利用させることができる 

 

 3



○著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）（抄） 

 

 （公表権）  

第十八条 著作者は、その著作物でまだ公表されていないもの（その同意を得ないで公表され

た著作物を含む。以下この条において同じ。）を公衆に提供し、又は提示する権利を有する

。当該著作物を原著作物とする二次的著作物についても、同様とする。  

２ 著作者は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に掲げる行為について同意したものと推

定する。  

一 その著作物でまだ公表されていないものの著作権を譲渡した場合 当該著作物をその著

作権の行使により公衆に提供し、又は提示すること。  

二 その美術の著作物又は写真の著作物でまだ公表されていないものの原作品を譲渡した場

合 これらの著作物をその原作品による展示の方法で公衆に提示すること。  

三 第二十九条の規定によりその映画の著作物の著作権が映画製作者に帰属した場合 当該

著作物をその著作権の行使により公衆に提供し、又は提示すること。  

３ 著作者は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に掲げる行為について同意したものとみ

なす。  

一 その著作物でまだ公表されていないものを行政機関（行政機関の保有する情報の公開に

関する法律（平成十一年法律第四十二号。以下「行政機関情報公開法」という。）第二条

第一項に規定する行政機関をいう。以下同じ。）に提供した場合（行政機関情報公開法第

九条第一項の規定による開示する旨の決定の時までに別段の意思表示をした場合を除く。

） 行政機関情報公開法の規定により行政機関の長が当該著作物を公衆に提供し、又は提

示すること。  

二 その著作物でまだ公表されていないものを独立行政法人等（独立行政法人等の保有する

情報の公開に関する法律（平成十三年法律第百四十号。以下「独立行政法人等情報公開法

」という。）第二条第一項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）に提供した場

合（独立行政法人等情報公開法第九条第一項の規定による開示する旨の決定の時までに別

段の意思表示をした場合を除く。） 独立行政法人等情報公開法の規定により当該独立行

政法人等が当該著作物を公衆に提供し、又は提示すること。  

三 その著作物でまだ公表されていないものを地方公共団体又は地方独立行政法人に提供し

た場合（開示する旨の決定の時までに別段の意思表示をした場合を除く。） 情報公開条

例（地方公共団体又は地方独立行政法人の保有する情報の公開を請求する住民等の権利に

ついて定める当該地方公共団体の条例をいう。以下同じ。）の規定により当該地方公共団

体の機関又は地方独立行政法人が当該著作物を公衆に提供し、又は提示すること。 

４ 第一項の規定は、次の各号のいずれかに該当するときは、適用しない。  

一 行政機関情報公開法第五条の規定により行政機関の長が同条第一号ロ若しくはハ若しく

は同条第二号ただし書に規定する情報が記録されている著作物でまだ公表されていないも

のを公衆に提供し、若しくは提示するとき、又は行政機関情報公開法第七条の規定により

行政機関の長が著作物でまだ公表されていないものを公衆に提供し、若しくは提示すると

き。  

二 独立行政法人等情報公開法第五条の規定により独立行政法人等が同条第一号ロ若しくは

ハ若しくは同条第二号ただし書に規定する情報が記録されている著作物でまだ公表されて

いないものを公衆に提供し、若しくは提示するとき、又は独立行政法人等情報公開法第七

条の規定により独立行政法人等が著作物でまだ公表されていないものを公衆に提供し、若
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しくは提示するとき。  

三 情報公開条例（行政機関情報公開法第十三条第二項 及び第三項 に相当する規定を設け

ているものに限る。第五号において同じ。）の規定により地方公共団体の機関又は地方独

立行政法人が著作物でまだ公表されていないもの（行政機関情報公開法第五条第一号 ロ又

は同条第二号 ただし書に規定する情報に相当する情報が記録されているものに限る。）を

公衆に提供し、又は提示するとき。  

四 情報公開条例の規定により地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が著作物でまだ公

表されていないもの（行政機関情報公開法第五条第一号 ハに規定する情報に相当する情報

が記録されているものに限る。）を公衆に提供し、又は提示するとき。  

五 情報公開条例の規定で行政機関情報公開法第七条 の規定に相当するものにより地方公

共団体の機関又は地方独立行政法人が著作物でまだ公表されていないものを公衆に提供し

、又は提示するとき。  

 

 （氏名表示権）  

第十九条 著作者は、その著作物の原作品に、又はその著作物の公衆への提供若しくは提示に

際し、その実名若しくは変名を著作者名として表示し、又は著作者名を表示しないこととす

る権利を有する。その著作物を原著作物とする二次的著作物の公衆への提供又は提示に際し

ての原著作物の著作者名の表示についても、同様とする。  

２ 著作物を利用する者は、その著作者の別段の意思表示がない限り、その著作物につきすで

に著作者が表示しているところに従つて著作者名を表示することができる。  

３ 著作者名の表示は、著作物の利用の目的及び態様に照らし著作者が創作者であることを主

張する利益を害するおそれがないと認められるときは、公正な慣行に反しない限り、省略す

ることができる。  

４ 第一項の規定は、次の各号のいずれかに該当するときは、適用しない。  

一 行政機関情報公開法 、独立行政法人等情報公開法又は情報公開条例の規定により行政機

関の長、独立行政法人等又は地方公共団体の機関若しくは地方独立行政法人が著作物を公

衆に提供し、又は提示する場合において、当該著作物につき既にその著作者が表示してい

るところに従つて著作者名を表示するとき。  

二 行政機関情報公開法第六条第二項の規定、独立行政法人等情報公開法第六条第二項の規

定又は情報公開条例の規定で行政機関情報公開法第六条第二項の規定に相当するものによ

り行政機関の長、独立行政法人等又は地方公共団体の機関若しくは地方独立行政法人が著

作物を公衆に提供し、又は提示する場合において、当該著作物の著作者名の表示を省略す

ることとなるとき。  

  

 （行政機関情報公開法等による開示のための利用）  

第四十二条の二 行政機関の長、独立行政法人等又は地方公共団体の機関若しくは地方独立行

政法人は、行政機関情報公開法、独立行政法人等情報公開法又は情報公開条例の規定により

著作物を公衆に提供し、又は提示することを目的とする場合には、それぞれ行政機関情報公

開法第十四条第一項（同項の規定に基づく政令の規定を含む。）に規定する方法、独立行政

法人等情報公開法第十五条第一項に規定する方法（同項の規定に基づき当該独立行政法人等

が定める方法（行政機関情報公開法第十四条第一項の規定に基づく政令で定める方法以外の

ものを除く。）を含む。）又は情報公開条例で定める方法（行政機関情報公開法第十四条第

一項（同項の規定に基づく政令の規定を含む。）に規定する方法以外のものを除く。）によ
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り開示するために必要と認められる限度において、当該著作物を利用することができる。  

 

（出版権の制限）  

第八十六条 第三十条第一項、第三十一条、第三十二条、第三十三条第一項（同条第四項にお

いて準用する場合を含む。）、第三十三条の二第一項、第三十四条第一項、第三十五条第一

項、第三十六条第一項、第三十七条第一項、第三十九条第一項、第四十条第一項及び第二項、

第四十一条から第四十二条の二まで、第四十六条並びに第四十七条の規定は、出版権の目的

となつている著作物の複製について準用する。この場合において、第三十五条第一項及び第

四十二条第一項中「著作権者」とあるのは、「出版権者」と読み替えるものとする。  

２ 前項において準用する第三十条第一項、第三十一条第一号、第三十三条の二第一項、第三

十五条第一項、第四十一条、第四十二条又は第四十二条の二に定める目的以外の目的のため

に、これらの規定の適用を受けて作成された著作物の複製物を頒布し、又は当該複製物によ

つて当該著作物を公衆に提示した者は、第八十条第一項の複製を行つたものとみなす。  

 

（著作隣接権の制限）  

第百二条 第三十条第一項、第三十一条、第三十二条、第三十五条、第三十六条、第三十七条

第三項、第三十八条第二項及び第四項、第四十一条から第四十二条の二まで、第四十四条（第

二項を除く。）並びに第四十七条の三の規定は、著作隣接権の目的となつている実演、レコ

ード、放送又は有線放送の利用について準用し、第三十条第二項及び第四十七条の四の規定

は、著作隣接権の目的となつている実演又はレコードの利用について準用し、第四十四条第

二項の規定は、著作隣接権の目的となつている実演、レコード又は有線放送の利用について

準用する。この場合において、同条第一項中「第二十三条第一項」とあるのは「第九十二条

第一項、第九十九条第一項又は第百条の三」と、第四十四条第二項中「第二十三条第一項」

とあるのは「第九十二条第一項又は第百条の三」と読み替えるものとする。  

２～６ （略）  

７ 次に掲げる者は、第九十一条第一項、第九十六条、第九十八条又は第百条の二の録音、録

画又は複製を行つたものとみなす。  

一 第一項において準用する第三十条第一項、第三十一条第一号、第三十五条第一項、第三

十七条第三項、第四十一条から第四十二条の二まで又は第四十四条第一項若しくは第二項

に定める目的以外の目的のために、これらの規定の適用を受けて作成された実演等の複製

物を頒布し、又は当該複製物によつて当該実演、当該レコードに係る音若しくは当該放送

若しくは有線放送に係る音若しくは影像を公衆に提示した者  

二～四 （略）  

 

 附 則 （平成一一年五月一四日法律第四三号） 抄  

（著作権法の一部改正に伴う経過措置） 

第二条 第十一条の規定による改正後の著作権法第十八条第三項の規定は、この法律の施行前

に著作者が情報公開法第二条第一項に規定する行政機関又は地方公共団体に提供した著作物

でまだ公表されていないもの（その著作者の同意を得ないで公表された著作物を含む。）に

ついては、適用しない。 

 


